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研究成果の概要（和文）：本研究では、大規模ターミナル駅周辺地域のモデルケースとして新宿駅周辺地域を選
定し、携帯電話基地局情報に基づく人口統計情報やシミュレーション技術の活用により、震災・水害に起因する
災害特性と予測される被害を検証した。被害予測に基づいて、オールハザードのアプローチにより、地域が連携
した災害対応可能な計画を策定するとともに計画に基づいた対応行動を支援する仕組みを構築した。それらは当
地域での防災訓練や講習会で検証を行い、地域事業者等の総意のもとで社会実装した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we selected the area around Shinjuku Station as a model case 
of a large-scale terminal station area, and verified the damage caused by earthquake and flood 
disasters by using big data and simulations. Based on the damage estimates, an all-hazards approach 
was used to develop a plan and support system that would enable effective disaster response. These 
were verified through disaster drills and implemented in society with the consensus of the 
community.

研究分野： 都市防災

キーワード： 災害対応計画　災害対応支援　オールハザード・アプローチ　都市型災害　感染症対策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ビックデータを活用することで、多様な人々が高密度に集中し人口流動も著しい、大規模ターミナル駅周辺地域
の実態に即した都市型災害の被害様相を検証することができた。同時に、大規模ターミナル駅周辺地域での被害
予測とオールハザード・アプローチによる災害対応および効果検証を通じた社会実装という、一連のノウハウを
蓄積することができた。本研究成果を他の大規模ターミナル駅周辺地域へ適用していくことで、大規模ターミナ
ル駅周辺地域での人的被害や二次被害を軽減でき、災害全体の被害軽減を図ることにつながることが期待され
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
東日本大震災では、首都圏は震度 5程度だったにもかかわらず、大規模なターミナル駅周辺地

域は大量の帰宅困難者が発生する等の混乱が発生した。首都直下地震においては、人口や都市機
能が高密度に集積する大規模ターミナル駅周辺地域は、最悪の場合、震災による直接被害や大規
模な延焼火災に、河川流域などの市街地では水害が同時発生することも予想され、地下街等への
浸水・大群集のパニックなど、より深刻な複合化した大規模災害へと発展する可能性もある。こ
うした大規模災害への対応には、個別の災害に対処する対策でなく、あらゆる緊急事態を想定し
たオールハザードのアプローチが不可欠である。 
 
２．研究の目的 
本研究では、大規模ターミナル駅周辺地域のモデルケースとして新宿駅周辺地域を選定し、

当地域で懸念される震災・水害に起因する被害に対して、オールハザードのアプローチにより地
域が連携して効果的な対応行動を行える仕組みを構築する。構築した仕組みは当地域の防災訓
練や図上演習で検証し、地域事業者等の総意のもとで社会実装する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、まず携帯電話基地局情報に基づく人口統計情報の活用により、災害時の新宿駅周

辺地域の暴露人口特性を把握したうえで、地震被害想定や洪水ハザード情報、群衆行動シミュレ
ーション等をもとに、当地域で予想される震災・水害に起因する被害を検証する。次に、米国の
オールハザードの危機対応システム等を参考に、被害予測に基づいて地域が連携して効果的な
対応行動を行える仕組みを構築する。構築した仕組みは、当地域の事業者や防災関係機関、新宿
区等で構成される新宿駅周辺防災対策協議会が行う地域防災訓練や図上演習で検証を行い、協
議会の総意のもとで社会実装する。 
 
４．研究成果 
（1）新宿駅を中心とした東西約
3km、南北約 3.5km を対象に、NTT
ドコモの携帯電話の運用情報から
面的な人口統計情報が推計可能な
モバイル空間統計を用いて、2016
年 7月・10月および 2017 年 1月・
4 月の季節別の平日・休日につい
て、年齢別・性別・居住地別の人
口統計情報を 250m メッシュ単位
で 1 時間ごとに整備した。国籍別
については、データ精度の限界か
ら 1km メッシュ単位とすることと
した。このデータベースを利用することで、対象地域の季節別・時間帯別および年齢別・性別・
居住地別・国籍別に人口分布・人口流動を空間的・定量的に把握でき、災害時の暴露人口の特性
を明らかにすることができた（図 1）。 
また、対象地域内の人口が最大の約 39.4 万人となる春（4月）平日 15時について、建物内人

員積み上げ法を併用することで、対象地域内の屋内滞留者数・屋外滞留者数・地下滞留者数を
250m メッシュ単位で推計することができた。この
推計結果を用いて、東京湾北部地震（M7.3）の被
害想定をもとに群集行動シミュレーションを実
施した結果、建物の構造的被害や室内被害、ライ
フライン被害により膨大な数の就業者・来街者が
屋外へ避難し、新宿駅や避難場所に集中すること
で、当地域は数時間にわたって人も移動できない
ほど混乱状態となり、救命救助活動等に多大な影
響を及ぼすことなどが明らかになった（図 2）。さ
らに東海豪雨（2000 年 9月）程度の豪雨が複合し
て発生したことを想定すれば、避難場所等への屋
外避難も困難となり、人的被害がより深刻化する
状況を確認できた。 
 
（2）被害予測結果を踏まえ、米国のオールハザー
ドの危機対応システム等を参考として、新宿駅周
辺地域をモデルケースに災害対応計画を検討し

図 1 時間帯別にみた新宿駅周辺地域の滞留人口・帰宅
困難者数の推計結果の例（春） 

図 2 建物の構造的被害等により在館者
の半数が屋外避難した場合の混乱状況
（避難開始から45分後のシミュレーシ
ョン結果） 

赤：停止している避難者 
緑：自由流速度に近い歩行速度で移動する避難者 



た。具体的には、米国の National Response Framework の Emergency Support Functions を参
考に、東京都および新宿区の地域防災計画の震災対策計画・風水害対策計画・大規模事故等対策
計画をオールハザード・アプローチの観点から検証し、共通の災害対応項目・活動フェーズごと
に、それぞれの活動項目を整理した。その結果、新宿駅周辺地域の災害対応計画は、災害対策本
部の組織・運営、通信の確保・情報の収集、情報の伝達、応援の受入、広報・広聴活動、消火・
救助・救急活動、保健衛生、避難所等・被災者の生活対策、特別な配慮が必要な人への対策、物
資等の輸送・供給対策、ボランティアとの協働活動、公共インフラ被害の応急処置等、生活再建
支援、廃棄物処理、交通・輸送・警備、駅周辺の混乱対策の 16 の共通する災害対応項目と、発
災・初動・応急・復旧の 4つの共通する活動フェーズに分類できることを明らかにした。そして、
対応項目・活動フェーズ別に各主体の活動内容を整理し、活動内容ごとに必要な担当部署・組織
や活用資源をとりまとめた。 
 
（3）さらに、検討した計画に基づいて、地域内の災害活動拠点が連携した災害対応が行えるよ
う、各主体の対応行動をタイムライン化した行動指針を作成するとともに、現地本部および一時
滞在施設を対象に運営等に関わるマニュアルと支援ツールを開発した。 
マニュアルの開発にあたっては、各拠点を設営・運営する場合に、最低限必要となる活動内容

を定義するとともに、その活動内容と行動指針との関係を明確にすることで、地域連携による活
動が円滑に行えるよう留意した。マニュアルの構成は、活動拠点の運営要員が、他拠点等の行動
や連携すべき事項を確認する「行動指針に基づく実施行動」、運営要員が各行動の指揮を執るた
めの手順を示した「各行動の手順等」および、手順に沿って掲示等するための「帳票類」の 3つ
とした。たとえば、一時滞在施設運営マニュアルでは、施設の安全確認、運営要員の参集、帰宅
困難者の受入準備、施設の開設・受入、帰宅困難者対応、施設の運営状況等の現地本部との共有、
交通機関の再開状況の共有、閉鎖準備・閉鎖、の 8
つを一時滞在施設運営に必要な行動として定義
し、「各行動の手順等」には、行動別に、施設管理
者・情報連絡係・受付係・支援物資管理係・安全係
の運営要員ごとの行動手順と、各手順で使用する
掲示物（受入条件・施設使用ルールなど）や資機材
等を記載した。 
また、マニュアルをもとに、ファンクショナル・

アプローチの手法を用いて、現地本部と一時滞在
施設の運営を支援するツールも開発した（図 3）。
一時滞在施設については、マニュアルにある施設
運営に必要な行動と備品・帳票類等を基本にパッ
ケージ化した。現地本部については、本部設営に重
点をおいた仕様になっているが、運営に必要な作
業と備品・帳票類をパッケージ化した点は同様で
ある。 
 これまでに開発した計画・マニュアル等は、地域
事業者等で構成する新宿駅周辺防災対策協議会が
行う図上演習（2019 年 10 月 16 日実施：30 名参
加）および地域防災訓練（2019 年 11 月 8日実施：
81 名参加、2021 年 2月 24 日実施：26名参加）に
適用し、効果を検証した。訓練参加者へのアンケー
ト・ヒアリングから、本研究で提案した災害対応の
仕組みが、当地域での震災・水害に起因する被害の
低減につながることを確認できた。一方、2020 年
度は最終年度ではあったが、新型コロナウイルス
感染症対策が喫緊の課題となったことから、災害
対応や災害活動拠点での感染症対策についても十
分に検討し、計画・マニュアル・ツールに反映し
た。 
地域連携による災害対応計画や一時滞在施設・

現地本部の運営マニュアルは、新宿駅周辺防災対
策協議会の総意のもとで、協議会のホームページ
（図 4）で順次公表するともに地域防災訓練にも適
用し、協議会構成員へ周知啓発と当地域への社会
実装を進めた。 
今後は、研究成果を広く公開するともに、新宿駅

周辺地域をモデルとした災害対応の仕組みを他の
大規模ターミナル駅周辺地域にも適用し、標準化
に向けた課題を明らかにしていく必要がある。 

図 3 ファンクショナル・アプローチの
手法を用いて開発した支援ツール 

一時滞在施設運営支援ツールの外観等 

現地本部運営支援ツールの外観等 

図4 新宿駅周辺防災対策協議会ホーム
ページ（新宿区）で公開しているマニ
ュアル等 
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